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宇宙基本法が2008年に施行されて、我が国の地球観測衛星計画の立案体制は、文部科

学省の宇宙開発委員会による体制から、内閣府の宇宙戦略本部とその諮問委員会である

宇宙政策委員会による体制に変わった。しかしながら、地球観測衛星計画の立案におい

ては、宇宙観測衛星計画の立案に関わる多くの教授陣を抱える宇宙科学研究所に対応す

る組織もなく、また、宇宙政策委員会の下にある宇宙科学・探査小委員会のような対応

部会も存在しない。特に、宇宙基本計画の新工程表には「水循環変動観測衛星」の後継

機の検討項目がやっと加えられたものの、「その他のリモセン衛星」の将来計画は相変

わらず空白のままであり、更なる計画議論が必要である。一方、世界では、地球温暖化

や全球規模の環境問題に対応するために、地球観測衛星計画が非常に活発に検討・立案

されている。特に、2020-2040年期の地球観測計画検討が最近の重要案件である。従っ

て、我々が緊急に行うべきことは、これらの世界の計画を念頭に置いて、日本の強みを

活かした有効な我が国の衛星計画を構築してゆくことである。 
このような状況にあって、23の関連学会が参加する宇宙関連タスクフォース会合リ

モートセンシング分科会（代表幹事 六川 修一）の「地球科学研究高度化ワーキング

グループ」（主査 中島映至（～2016年3月），本多嘉明（2017年4月～））では、地

球観測衛星のハードウェアとサイエンスの両面に深い知見を持つ有識者に集まってい

ただいて、これらの世界の地球観測計画の分析を2015年から約一年をかけて行った。本

報告書は、その分析結果をまとめたものである。分析の観点は、世界的に何が足りない

のか、何が冗長なのか、時期も鑑みて日本貢献として何が重要なのか、国際分担はどう

あるべきか等である。報告書の執筆に当たっては、現在の計画をできるだけ客観的に比

較・分析することに努めた。客観性の向上のために、諸学会による査読も実施した。本

報告書が、今後の我が国の地球観測衛星計画立案のための政策議論の基礎資料として役

立てば幸いである。 
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